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2020年５月 26日 

各   位 
会 社 名   株式会社日本創発グループ 
代表者名   代表取締役社長 藤田 一郎 

       （ＪＡＳＤＡＱ・コード：７８１４） 

問合せ先   取締役管理本部長 菊地 克二 
電話番号   03-5817-3061 

 

簡易株式交換による田中産業株式会社の完全子会社化に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社を株式交換完全親会社、当社の連結子会社である田中産業株式会社（以下  

「田中産業」といいます。）を株式交換完全子会社とする株式交換（ 以下、「本株式交換」といいます。 ）を行うことを    

決議し、同日付で両社の間で株式交換契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。なお当社は、会社法

第 796条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きにより本株式交換を行う予定です。 

また、本株式交換は、連結子会社を完全子会社化する簡易株式交換であるため、開示事項及び内容を一部省略しております。 

 

記 

１．本株式交換による完全子会社化の目的 

当社は、田中産業との株式譲渡契約及び第三者割当増資引受により同社の総議決権の 76.68％を取得しております。 

また、株式の残り 23.32％は、主に田中産業の経営者及び同社の持株会が保有しております。 

本株式交換により、田中産業の経営者及び同社従業員が当社株式を保有することで、企業価値に対する利害関係が  

強まることとなり、完全子会社とすることで、ガバナンス体制をより強化すると共に、シナジーを拡大し、グループ   

経営効率を向上させ、当社企業グループの企業価値向上を企図できると判断いたしました。 

 

２．本株式交換の要旨 

（１）本株式交換の日程 

株式交換決議取締役会  2020年５月 26 日 

株式交換契約締結  2020年５月 26 日 

株式交換の予定日（効力発生日）  2020年６月 23 日（予定） 

（注）当社は、会社法第 796 条第２項の規定に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続により

本件株式交換を行う予定です。 

 

（２）本株式交換の方式 

当社が株式交換完全親会社、田中産業が株式交換完全子会社となる株式交換により行います。 

 

（３）本株式交換に係る割当ての内容 

会社名 
当社 

（株式交換完全親会社） 

田中産業 

（株式交換完全子会社） 

本 株 式 交 換 に 係 る 割 当 比 率 1 55 

本 株 式 交 換 に よ り 交 付 す る 株 式 数 当社普通株式：2,564,925株（予定） 

（注）本株式交換に係る割当比率及び交付する株式数 

田中産業の株式１株に対して、当社の株式 55株を割当交付します。なお、当社が本株式交換により交付

する普通株式は、当社が保有する自己株式 2,564,925株を充当する予定であり、新株式の発行は行わない予

定です。また、株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議のうえ、変

更することがあります。 

      

（４）本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

田中産業は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等   

（１）割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の検討に際して、その公平性・妥当性を確保するため、独立した 

第三者算定機関である株式会社青山財産ネットワークス（以下、「青山財産ネットワークス」といいます。）を選定の

うえ、本株式交換における株式交換比率の算定を依頼することとしました。 

当社は、青山財産ネットワークスによる本株式交換比率の算定結果を参考に、田中産業の財務の状況、資産の状況、

将来の事業活動の見通し等の要因を総合的に勘案し、当社及び田中産業との間で株式交換比率について慎重に交渉・

協議を重ねた結果、最終的に前記２．（３）「本株式交換に係る割当ての内容」記載の株式交換比率が、青山財産ネット

ワークスが算定した株式交換比率レンジ内であり、両社の株主にとって不利益なものでなく、妥当であるとの判断に

至り合意しました。 

なお、この株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件について重大な変更が生じた場合、両社間の協議により変更

することがあります。 

 

（２）算定に関する事項 

当社については、上場会社であり、市場価格が存在していることを勘案し、市場株価法によるものとしております。

なお、2020年５月 25日を基準日とし、東京証券取引所ジャスダック市場における直前１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月

間の当社終値単純平均値を使用して算定を行っております。一方、田中産業については、非上場会社であることを勘

案し、将来の事業活動の見通しを評価に反映させるため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣ

Ｆ法」といいます。）を採用して算定を行っております。 なお、算定の基礎とした用いた田中産業の将来の利益計画

については、大幅な増減益を見込んでおりません。 

各評価手法の算定の結果に基づく当社普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の株式交換比率の評価レンジ

は以下のとおりです。 

採用した評価手法 
株式交換比率の算定結果 

当社 田中産業 

市場株価法 ＤＣＦ法 46.69 ～ 63.36 

 

４．本株式交換当事会社の概要 

（１） 名称 株式会社日本創発グループ 田中産業株式会社 

（２） 本店所在地 東京都台東区上野三丁目 24番６号 埼玉県さいたま市中央区本町西四丁目 16 番 15 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田 一郎 代表取締役社長 田中 裕 

（４） 事業内容 

広告及びデザインに関する各種データの情

報処理、 出版物に関する企画・制作等を行

う子会社等の経営管理及びそれに附帯又は

関連する業務 

各種印刷及び付随する紙器加工他 

・印刷用フィルムシートの製造 

・大型印刷（ビルボード・駅貼りポスター・  

宣伝用バナー 等） 

・特殊紙印刷（フィルム印刷・レンチキュラー

印刷・メタル紙印刷 等） 

・シルクスクリーン印刷（点字・表面加飾・  

スクラッチカード・絵本 等） 
 

（５） 
 

 

資本金の額 
（2020 年３月 31 日現在） 

 

400百万円 
 

 

80百万円 
 

（６） 設立年月日 2015年１月５日 1956年３月８日 

 

（７） 
 

 

発行済株式数 
（2020 年３月 31 日現在） 

 

55,271,736株 
 

 

200,000株 
 

（８） 決算期 12月 31日 12月 31日 

（９） 大株主及び持株比率 

株式会社ＴＫＯ 

日本創発グループ従業員持株会 

株式会社ウイルコホールディングス 

36.30% 

14.39% 

2.61% 

当社 
田中産業社員持株会 
田中 裕 

76.68% 

11.62% 

3.30% 
（2020年３月 31日現在） （2020年５月 26日現在） 

（10） 当事会社間の関係 

 資本関係 当社は、田中産業の発行済株式の 76.68％を保有しております。 

 人的関係 当社の取締役１名が田中産業の取締役を兼務しております。 

 取引関係 記載すべき取引関係はありません。 

 関連当事者への該当状況 田中産業は当社の子会社であることから関連当事者に該当します。 
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（11） 本株式交換の当時会社の直前事業年度３年間の財政状態及び経営成績 

  （単位：百万円） 

決 算 期 

当社（連結） 

（完全親会社） 

田中産業（単体） 

（完全子会社） 

2017年 

12月期 

2018年 

12月期 

2019年 

12月期 

2017年 

12月期（注)２ 

2018年 

12月期 

2019年 

12月期 

純 資 産 12,674 10,973 11,213 2,131 2,679 3,834 

総 資 産 50,645 49,951 51,411 7,730 6,818 6,774 

１株当たり純資産（円） 230.50 198.06 219.72 25,071.60 19,558.66 19,171.73 

売 上 高 36,393 51,145 55,803 3,407 4,311 4,475 

営 業 利 益 1,410 1,612 2,724 388 346 344 

経 常 利 益 1,298 1,234 2,796 391 361 343 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 ( 注 ) 1 
1,251 △959 1,274 94 △87 380 

１株当たり当期純利益（円） 27.59 △18.85 26.20 1,115.79 △783.06 2,229.20 

（注)１ 田中産業については、「当期純利益」の金額を表示しております。 

２ 田中産業の 2017年 12月期の決算期間は 2017年４月１日から 2017年 12月 31日の 9ヶ月間であります。 

 
５．本株式交換後の状況 

  株式交換完全親会社である当社において、本株式交換による当社の名称、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、

資本金の額及び決算期についての変更の予定はありません。また、純資産及び総資産の額については、現時点で確定して

おりません。 

 

６．今後の見通し 

  本件株式交換による 2020年 12月期連結業績への影響等につきましては、軽微であると判断しておりますが、今後精査

を行い、業績予想の修正の必要性及び公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 


